
 

 

経済科学研究科 3 つのポリシー（2025 年度生用） 

 

経済科学研究科は、理論・政策・歴史という伝統的な枠組にとらわれることなく、現代

の経済システムを実践的に研究し、またそのために最新のシステム科学や情報科学の手法

を研究します。主に現代の経済システムを実践的に研究するために、現代経済システム専

攻(博士前期課程・博士後期課程)を設置し、また、主にシステム科学や情報科学の経済社

会への適用を研究するために、経済情報専攻(博士前期課程・博士後期課程)を設置してい

ます。経済科学とは、このように経済学とシステム科学・情報科学とを有機的に融合させ

た最新の学際領域です。経済科学研究科では、このような経済科学の発展を担う優れた研

究者や高度専門職業人を養成することを目標としています。この目標を達成するために、

経済科学研究科は、次の３つの教育方針を定めます。 

 

I. 学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

博士前期課程 

経済科学研究科は、博士前期課程において、修士(経済学または経済情報)の学位授与の方針

を、以下の通り定めます。 

 

1. 経済学またはシステム科学・情報科学等の分野において、高度かつ専門的な学識や技能

を修得し、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的に分析できる高度な能力を

有する者。 

2. 経済学またはシステム科学・情報科学等の分野において、修得した学識や技能を活用し、

専門的研究や専門的職業に携わる高度な能力を有する者。 

 

以上の能力を有し、博士前期課程の修了所要単位を修得し、修士論文または課題研究論文の

最終審査及び最終口述試験に合格した場合、修士(経済学または経済情報)の学位を授与しま

す。 

 

博士後期課程 

経済科学研究科は、博士後期課程において、博士(経済学)または博士(経済情報)の学位授与

の方針を、以下の通り定めます。 

 

1. 経済学またはシステム科学・情報科学等の分野において、極めて高度かつ専門的な学識

や技能を修得し、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的に分析できる最高度

の能力を有する者。 

2. 経済学またはシステム科学・情報科学等の分野において、修得した学識や技能を活用し、

専門的研究や専門的職業に携わる最高度の能力を有する者。 



 

 

 

以上の能力を有し、博士後期課程の修了所要単位を修得し、博士学位請求論文の最終審査及

び最終口述試験に合格した場合、博士(経済学)または博士(経済情報)の学位を授与します。 

 

II. 教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー） 

博士前期課程 

経済科学研究科は、修士の学位授与の方針に基づいて、博士前期課程における教育課程の編

成方針を以下の通り定めます。 

 

1. 両専攻の共通領域として、経済社会・情報社会全般に関する「研究科目」群を設置する

(両専攻Ａ群)。 

2. 各専攻とも、それぞれの専門領域において、適切な履修モデルを示しつつ、体系的な「研

究科目」群を設置する(各専攻Ｂ群・Ｃ群)。 

3. 両専攻とも、発展科目としての「特講」を、また英語関連科目や実務家担当科目を開講

する(両専攻Ｄ群等)。 

4. 両専攻とも、高水準の修士論文作成に向けて、２年間を通じ「研究指導」を開講する。

社会人院生の希望者には「課題研究」を開講する(両専攻Ｅ群・Ｆ群)。 

 

以上の方針のもと、博士前期課程のカリキュラム体系を構成します。外国人留学生の秋入学

や社会人院生の長期履修にも対応します。 

 

博士後期課程 

経済科学研究科は、博士の学位授与の方針に基づいて、博士後期課程における教育課程の編

成方針を以下の通り定めます。 

 

1. 各専攻とも、それぞれの専門領域において、最新の研究内容を取り扱う「特殊研究科目」

群を設置する。 

2. 両専攻とも、高水準の博士論文作成に向けて、３年間を通じ「特殊研究指導」を開講す

る。 

 

以上の方針のもと、博士後期課程のカリキュラム体系を構成します。 

 

III. 学生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

博士前期課程 

１．入学者に求める能力 

経済科学研究科博士前期課程では、経済社会・情報社会に強い関心を持ち、これまでの学修

経験を通じて、以下の基礎能力と目的意識を有する人を求めます。経済学またはシステム科



 

 

学・情報科学等の分野において、高度な研究活動に携わろうとする人、高度な専門的職業に

携わろうとする人、自身の実務目的や生涯目的として高度な専門的研究を行おうとする人。 

 

２．入学試験制度と評価 

経済科学研究科博士前期課程は、経済社会・情報社会に強い関心を持ち、大学卒業程度の学

力を有する者に対して、(1)一般入学試験、(2)資格取得者入学試験、(3)学部生推薦入学試

験、(4)大学院生入学試験、(5)外国人留学生入学試験、(6)外国人留学生推薦入学試験、(7)

社会人入学試験、(8)シニア特別入学試験を選抜試験として実施します。 

 

(1)一般入学試験では、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、専門科目、

英語または数学、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(2)資格取得者入学試験では、本研究科が指定した検定・能力試験で一定のランクまたはレ

ベルを満たした者（資格取得者と呼ぶ）に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者

を選抜するために、当該検定・能力試験の成績・結果、英語または日本語（母語を除く）

または数学、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(3)学部生推薦入学試験では、特に学部における学業成績が優秀な者に対して、必要な基礎

学力と学修意識を有する者を選抜するために、学部の単位取得状況、口述試験及び出願書

類によって総合的に評価します。 

(4)大学院生入学試験では、日本国内の大学院の修了者あるいは修了予定者に対して、必要

な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、専門科目、口述試験及び出願書類に

基づき総合的に評価します。 

(5)外国人留学生入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する外国人留学

生を選抜するために、専門科目、日本語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価し

ます。 

(6)外国人留学生推薦入学試験では、修了または修了見込みである大学の学長または学部長

の推薦を受けた者に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、口

述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。ただし、指定大学から推薦された者に

ついては、出願書類により判定することがあります。 

(7)社会人入学試験では、大学等を卒業し２年以上の社会人経験を有する者に対して、必要

な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、小論文、口述試験及び出願書類に基

づき総合的に評価します。 

(8)シニア特別入学試験では、大学等を卒業した 60 歳以上の者に対して、必要な基礎学力と

学修意識を有する者を選抜するために、小論文、口述試験及び出願書類に基づき総合的に

評価します。 

 

３．入学後に涵養する能力 

経済科学研究科博士前期課程の入学者には、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課程を通



 

 

じ、ディプロマ・ポリシーに定めるごとく、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的

に分析できる高度な能力を涵養し、そして経済学またはシステム科学・情報科学等の分野に

おいて専門的研究や専門的職業に携わる高度な能力を有する人材として養成します。 

 

博士後期課程 

１．入学者に求める能力 

経済科学研究科博士後期課程では、経済社会・情報社会に強い関心を持ち、これまでの学修

経験を通じて、以下の基礎能力と目的意識を有する人を求めます。経済学またはシステム科

学・情報科学等の分野において、最高度の研究活動に携わろうとする人、最高度の専門的職

業に携わろうとする人、自身の実務目的や生涯目的として最高度の専門的研究を行おうと

する人。 

 

２．入学試験制度と評価 

経済科学研究科博士後期課程は、経済社会・情報社会に強い関心を持ち、修士号取得者と同

等の学力を有する者に対して、(1)一般入学試験、(2)外国人留学生入学試験、(3)社会人入

学試験、(4)シニア特別入学試験を選抜試験として実施します。 

 

(1)一般入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する者を選抜するために、

英語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(2)外国人留学生入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する外国人留学

生を選抜するために、英語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(3)社会人入学試験では、修士課程等を修了して２年以上または大学等を卒業して４年以上

の社会人経験を有する者に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するた

めに、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(4)シニア特別入学試験では、修士課程等を修了した 60 歳以上の者に対して、必要な基礎学

力と学修意識を有する者を選抜するために、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評

価します。 

 

３．入学後に涵養する能力 

経済科学研究科博士後期課程の入学者には、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課程を

通じ、ディプロマ・ポリシーに定めるごとく、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科

学的に分析できる最高度の能力を涵養し、そして経済学またはシステム科学・情報科学等

の分野において専門的研究や専門的職業に携わる最高度の能力を有する人材として養成し

ます。 

 

 

 



 

 

現代経済システム専攻 3 つのポリシー（2025 年度生用） 

 

現代経済システム専攻は、経済政策・公共経済・金融経済・国際経済など、現代の経済

システムを実践的に研究します。様々な社会科学的学識及び各種の情報技術・統計技法を

活用して、新たな経済システムの構築を目指し、政策提案的な研究を行ないます。この目

標を達成するために、経済科学研究科現代経済システム専攻は、次の３つの教育方針を定

めます。 

 

I. 学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

博士前期課程 

経済科学研究科現代経済システム専攻は、博士前期課程において、修士(経済学または経済

情報)の学位授与の方針を、以下の通り定めます。 

 

1. 経済学の専門領域または関連領域において、高度かつ専門的な学識や技能を修得し、現

代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的に分析できる高度な能力を有する者。 

2. 経済学の専門領域または関連領域において、修得した学識や技能を活用し、専門的研究

や専門的職業に携わる高度な能力を有する者。 

 

以上の能力を有し、博士前期課程の修了所要単位を修得し、修士論文または課題研究論文の

最終審査及び最終口述試験に合格した場合、修士(経済学または経済情報)の学位を授与しま

す。 

 

博士後期課程 

経済科学研究科現代経済システム専攻は、博士後期課程において、博士(経済学)の学位授与

の方針を、以下の通り定めます。 

 

1. 経済学の専門領域または関連領域において、極めて高度かつ専門的な学識や技能を修

得し、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的に分析できる最高度の能力を有

する者。 

2. 経済学の専門領域または関連領域において、修得した学識や技能を活用し、専門的研究

や専門的職業に携わる最高度の能力を有する者。 

 

以上の能力を有し、博士後期課程の修了所要単位を修得し、博士学位請求論文の最終審査及

び最終口述試験に合格した場合、博士(経済学)の学位を授与します。 

 

 



 

 

II. 教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー） 

博士前期課程 

経済科学研究科現代経済システム専攻は、修士の学位授与の方針に基づいて、博士前期課程

における教育課程の編成方針を以下の通り定めます。 

 

1. 研究科全体の共通領域として、経済社会・情報社会全般に関する「研究科目」群を設置

する(Ａ群)。 

2. 現代経済システム専攻の主要な専門領域として、政策・公共関係の「研究科目」群及び

金融・国際関係の「研究科目」群を設置する(Ｂ群・Ｃ群)。 

3. 現代経済システム専攻の発展科目として、「現代経済システム特講」等を開講する(Ｄ群)。 

4. 高水準の修士論文作成に向けて、２年間を通じ「研究指導」を開講する。社会人院生の

希望者には「課題研究」を開講する(Ｅ群・Ｆ群)。 

 

以上の方針のもと、博士前期課程のカリキュラム体系を構成します。外国人留学生の秋入学

や社会人院生の長期履修にも対応します。 

 

博士後期課程 

経済科学研究科現代経済システム専攻は、博士の学位授与の方針に基づいて、博士後期課程

における教育課程の編成方針を以下の通り定めます。 

 

1. 現代経済システム関連の最新の研究内容を取り扱う「特殊研究科目」群を設置する。 

2. 高水準の博士論文作成に向けて、３年間を通じ「特殊研究指導」を開講する。 

 

以上の方針のもと、博士後期課程のカリキュラム体系を構成します。 

 

III. 学生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

博士前期課程 

１．入学者に求める能力 

現代経済システム専攻博士前期課程では、経済社会に強い関心を持ち、これまでの学修経験

を通じて、以下の基礎能力と目的意識を有する人を求めます。経済学やその関連分野におい

て、高度な研究活動に携わろうとする人、高度な専門的職業に携わろうとする人、自身の実

務目的や生涯目的として高度な専門的研究を行おうとする人。 

 

２．入学試験制度と評価 

現代経済システム専攻博士前期課程は、経済社会に強い関心を持ち、大学卒業程度の学力を

有する者に対して、(1)一般入学試験、(2)資格取得者入学試験、(3)学部生推薦入学試験、

(4)大学院生入学試験、(5)外国人留学生入学試験、(6)外国人留学生推薦入学試験、(7)社会



 

 

人入学試験、(8)シニア特別入学試験を選抜試験として実施します。 

 

(1)一般入学試験では、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、専門科目、

英語または数学、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(2)資格取得者入学試験では、本研究科が指定した検定・能力試験で一定のランクまたはレ

ベルを満たした者（資格取得者と呼ぶ）に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者

を選抜するために、当該検定・能力試験の成績・結果、英語または日本語（母語を除く）

または数学、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(3)学部生推薦入学試験では、特に学部における学業成績が優秀な者に対して、必要な基礎

学力と学修意識を有する者を選抜するために、学部の単位取得状況、口述試験及び出願書

類によって総合的に評価します。 

(4)大学院生入学試験では、日本国内の大学院の修了者あるいは修了予定者に対して、必要

な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、専門科目、口述試験及び出願書類に

基づき総合的に評価します。 

(5)外国人留学生入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する外国人留学

生を選抜するために、専門科目、日本語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価し

ます。 

(6)外国人留学生推薦入学試験では、修了または修了見込みである大学の学長または学部長

の推薦を受けた者に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、口

述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。ただし、指定大学から推薦された者に

ついては、出願書類により判定することがあります。 

(7)社会人入学試験では、大学等を卒業し２年以上の社会人経験を有する者に対して、必要

な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、小論文、口述試験及び出願書類に基

づき総合的に評価します。 

(8)シニア特別入学試験では、大学等を卒業した 60 歳以上の者に対して、必要な基礎学力と

学修意識を有する者を選抜するために、小論文、口述試験及び出願書類に基づき総合的に

評価します。 

 

３．入学後に涵養する能力 

現代経済システム専攻博士前期課程の入学者には、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課

程を通じ、ディプロマ・ポリシーに定めるごとく、現代の経済社会を論理的かつ科学的に分

析できる高度な能力を涵養し、そして経済学やその関連分野において専門的研究や専門的

職業に携わる高度な能力を有する人材として養成します。 

 

博士後期課程 

１．入学者に求める能力 

現代経済システム専攻博士後期課程では、経済社会に強い関心を持ち、これまでの学修経験



 

 

を通じて、以下の基礎能力と目的意識を有する人を求めます。経済学やその関連分野におい

て、最高度の研究活動に携わろうとする人、最高度の専門的職業に携わろうとする人、自身

の実務目的や生涯目的として最高度の専門的研究を行おうとする人。 

 

２．入学試験制度と評価 

現代経済システム専攻博士後期課程は、経済社会に強い関心を持ち、修士号取得者と同等の

学力を有する者に対して、(1)一般入学試験、(2)外国人留学生入学試験、(3)社会人入学試

験、(4)シニア特別入学試験を選抜試験として実施します。 

 

(1)一般入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する者を選抜するために、

英語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(2)外国人留学生入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する外国人留学

生を選抜するために、英語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(3)社会人入学試験では、修士課程等を修了して２年以上または大学等を卒業して４年以上

の社会人経験を有する者に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するた

めに、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(4)シニア特別入学試験では、修士課程等を修了した 60 歳以上の者に対して、必要な基礎学

力と学修意識を有する者を選抜するために、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評

価します。 

 

３．入学後に涵養する能力 

現代経済システム専攻博士後期課程の入学者には、カリキュラム・ポリシーに基づく教育

課程を通じ、ディプロマ・ポリシーに定めるごとく、現代の経済社会を論理的かつ科学的

に分析できる最高度の能力を涵養し、そして経済学やその関連分野において専門的研究や

専門的職業に携わる最高度の能力を有する人材として養成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

経済情報専攻 3 つのポリシー（2025 年度生用） 

 

経済情報専攻は、経済分析の重要ツールであるシステム科学と情報科学の最新手法の研

究に取り組みます。また、これらの手法を、経済さらには経営・社会・環境等の諸システ

ムに適用することを目指します。この目標を達成するために、経済科学研究科経済情報専

攻は、次の３つの教育方針を定めます。 

 

I. 学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

博士前期課程 

経済科学研究科経済情報専攻は、博士前期課程において、修士(経済学または経済情報)の学

位授与の方針を、以下の通り定めます。 

 

1. システム科学・情報科学の専門領域または関連領域において、高度かつ専門的な学識や

技能を修得し、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的に分析できる高度な能

力を有する者。 

2. システム科学・情報科学の専門領域または関連領域において、修得した学識や技能を活

用し、専門的研究や専門的職業に携わる高度な能力を有する者。 

 

以上の能力を有し、博士前期課程の修了所要単位を修得し、修士論文または課題研究論文の

最終審査及び最終口述試験に合格した場合、修士(経済学または経済情報)の学位を授与しま

す。 

 

博士後期課程 

経済科学研究科経済情報専攻は、博士後期課程において、博士(経済情報)の学位授与の方針

を、以下の通り定めます。 

 

1. システム科学・情報科学等の専門領域または関連領域において、極めて高度かつ専門的

な学識や技能を修得し、現代の経済社会や情報社会を論理的かつ科学的に分析できる

最高度の能力を有する者。 

2. システム科学・情報科学等の専門領域または関連領域において、修得した学識や技能を

活用し、専門的研究や専門的職業に携わる最高度の能力を有する者。 

 

以上の能力を有し、博士後期課程の修了所要単位を修得し、博士学位請求論文の最終審査及

び最終口述試験に合格した場合、博士(経済情報)の学位を授与します。 

 

 



 

 

II. 教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー） 

博士前期課程 

経済科学研究科経済情報専攻は、修士の学位授与の方針に基づいて、博士前期課程における

教育課程の編成方針を以下の通り定めます。 

 

1. 研究科全体の共通領域として、経済社会・情報社会全般に関する「研究科目」群を設置

する(Ａ群)。 

2. 経済情報専攻の主要な専門領域として、システム科学系の「研究科目」群及び情報科学

系の「研究科目」群を設置する(Ｂ群・Ｃ群)。 

3. 経済情報専攻の発展科目として、「経済情報特講」等を開講する(Ｄ群)。 

4. 高水準の修士論文作成に向けて、２年間を通じ「研究指導」を開講する。社会人院生の

希望者には「課題研究」を開講する(Ｅ群・Ｆ群)。 

 

以上の方針のもと、博士前期課程のカリキュラム体系を構成します。外国人留学生の秋入学

や社会人院生の長期履修にも対応します。 

 

博士後期課程 

経済科学研究科経済情報専攻は、博士の学位授与の方針に基づいて、博士後期課程における

教育課程の編成方針を以下の通り定めます。 

 

1. 経済情報関連の最新の研究内容を取り扱う「特殊研究科目」群を設置する。 

2. 高水準の博士論文作成に向けて、３年間を通じ「特殊研究指導」を開講する。 

 

以上の方針のもと、博士後期課程のカリキュラム体系を構成します。 

 

III. 学生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

博士前期課程 

１．入学者に求める能力 

経済情報専攻博士前期課程では、情報社会に強い関心を持ち、これまでの学修経験を通じて、

以下の基礎能力と目的意識を有する人を求めます。システム科学・情報科学やその関連分野

において、高度な研究活動に携わろうとする人、高度な専門的職業に携わろうとする人、自

身の実務目的や生涯目的として高度な専門的研究を行おうとする人。 

 

２．入学試験制度と評価 

経済情報専攻博士前期課程は、情報社会に強い関心を持ち、大学卒業程度の学力を有する者

に対して、(1)一般入学試験、(2)資格取得者入学試験、(3)学部生推薦入学試験、(4)大学院

生入学試験、(5)外国人留学生入学試験、(6)外国人留学生推薦入学試験、(7)社会人入学試



 

 

験、(8)シニア特別入学試験を選抜試験として実施します。 

 

(1)一般入学試験では、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、専門科目、

英語または数学、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(2)資格取得者入学試験では、本研究科が指定した検定・能力試験で一定のランクまたはレ

ベルを満たした者（資格取得者と呼ぶ）に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者

を選抜するために、当該検定・能力試験の成績・結果、英語または日本語（母語を除く）

または数学、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(3)学部生推薦入学試験では、特に学部における学業成績が優秀な者に対して、必要な基礎

学力と学修意識を有する者を選抜するために、学部の単位取得状況、口述試験及び出願書

類によって総合的に評価します。 

(4)大学院生入学試験では、日本国内の大学院の修了者あるいは修了予定者に対して、必要

な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、専門科目、口述試験及び出願書類に

基づき総合的に評価します。 

(5)外国人留学生入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する外国人留学

生を選抜するために、専門科目、日本語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価し

ます。 

(6)外国人留学生推薦入学試験では、修了または修了見込みである大学の学長または学部長

の推薦を受けた者に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、口

述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。ただし、指定大学から推薦された者に

ついては，出願書類により判定することがあります。 

(7)社会人入学試験では、大学等を卒業し２年以上の社会人経験を有する者に対して、必要

な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するために、小論文、口述試験及び出願書類に基

づき総合的に評価します。 

(8)シニア特別入学試験では、大学等を卒業した 60 歳以上の者に対して、必要な基礎学力と

学修意識を有する者を選抜するために、小論文、口述試験及び出願書類に基づき総合的に

評価します。 

 

３．入学後に涵養する能力 

経済情報専攻博士前期課程の入学者には、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課程を通じ、

ディプロマ・ポリシーに定めるごとく、現代の情報社会を論理的かつ科学的に分析できる高

度な能力を涵養し、そしてシステム科学・情報科学やその関連分野において専門的研究や専

門的職業に携わる高度な能力を有する人材として養成します。 

 

博士後期課程 

１．入学者に求める能力 

経済情報専攻博士後期課程では、情報社会に強い関心を持ち、これまでの学修経験を通じて、



 

 

以下の基礎能力と目的意識を有する人を求めます。システム科学・情報科学やその関連分野

において、最高度の研究活動に携わろうとする人、最高度の専門的職業に携わろうとする人、

自身の実務目的や生涯目的として最高度の専門的研究を行おうとする人。 

 

２．入学試験制度と評価 

経済情報専攻博士後期課程は、情報社会に強い関心を持ち、修士号取得者と同等の学力を有

する者に対して、(1)一般入学試験、(2)外国人留学生入学試験、(3)社会人入学試験、(4)シ

ニア特別入学試験を選抜試験として実施します。 

 

(1)一般入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する者を選抜するために、

英語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(2)外国人留学生入学試験では、必要な基礎学力・語学能力と学修意識を有する外国人留学

生を選抜するために、英語、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(3)社会人入学試験では、修士課程等を修了して２年以上または大学等を卒業して４年以上

の社会人経験を有する者に対して、必要な基礎学力と学修意識を有する者を選抜するた

めに、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評価します。 

(4)シニア特別入学試験では、修士課程等を修了した 60 歳以上の者に対して、必要な基礎学

力と学修意識を有する者を選抜するために、口述試験及び出願書類に基づき総合的に評

価します。 

 

３．入学後に涵養する能力 

経済情報専攻博士後期課程の入学者には、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課程を通

じ、ディプロマ・ポリシーに定めるごとく、現代の情報社会を論理的かつ科学的に分析で

きる最高度の能力を涵養し、そしてシステム科学・情報科学やその関連分野において専門

的研究や専門的職業に携わる最高度の能力を有する人材として養成します。 

 


